


運
転
期
間
延
長
認
可
に
係
る
申
請

 

〝
運
転
期
間
延
長
認
可
に
係
る
申
請
〞
に
は
、①
運
転

期
間
延
長
認
可
申
請
書
と
、②
原
子
炉
施
設
保
安
規
定
変

更
認
可
申
請
書
の
２
つ
の
申
請
書
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　
①
運
転
期
間
延
長
認
可
申
請
書
は
、
文
字
通
り
、
運

転
期
間
の
延
長
を
申
し
出
る
も
の
で
あ
り
、
次
の
３
点

で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

Ａ
　
特
別
点
検
結
果
：
こ
れ
ま
で
の
運
転
で
生
じ
た
発

　
　
電
所
の
劣
化
状
況
を
把
握
す
る
た
め
に
実
施
し
た

　
　
点
検
の
結
果

Ｂ
　
劣
化
状
況
評
価
結
果
：
延
長
し
よ
う
と
す
る
運
転

　
　
期
間
に
お
い
て
も
発
電
所
の
健
全
性
が
確
保
さ
れ

　
　
て
い
る
か
の
評
価
結
果

Ｃ
　
施
設
管
理
方
針
：
延
長
し
よ
う
と
す
る
運
転
期
間

　
　
の
施
設
管
理
の
方
針

　
一
方
で
、②
原
子
炉
施
設
保
安
規
定
変
更
認
可
申
請
書

は
、 

運
転
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
で
〝
保
安
規
定
（
各

事
業
者
が
発
電
所
の
施
設
管
理
の
た
め
に
策
定
し
、
規

制
委
員
会
の
認
可
を
受
け
て
い
る
規
定
）〞
を
変
更
す
る

必
要
が
生
じ
る
の
で
、
こ
の
変
更
を
申
し
出
る
も
の
で
、

高
経
年
化
技
術
評
価
書
、
長
期
施
設
管
理
方
針
の
２
点

で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
下
図
の
と
お
り
、
申
請
の

目
的
は
違
っ
て
も
、①
運
転
期
間
延
長
認
可
申
請
書
の
一

部
の
資
料
と
同
一
の
内
容
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
次
の
ペ
ー
ジ
で
は
、①
運
転
期
間
延
長
認
可
申
請
書
の

そ
れ
ぞ
れ
の
項
目
に
つ
い
て
、
簡
単
に
紹
介
し
て
い
き

ま
す
。

　原子力発電所の運転期間は、原子炉等規制法において40年とされていますが、原子力規制
委員会（以下、規制委員会）の認可を受けることで、１回に限り 20年を上限として延長できます。
　川内原子力発電所1号機は、令和６年７月に、２号機は令和７年11月に運転期間40年に
達するため、九州電力㈱は「原子炉等規制法に基づく運転期間延長認可申請」に必要な「特別
点検」を、それぞれ、１号機は令和３年 10月、２号機は令和４年２月から実施しました。
　その結果、九州電力㈱は原子炉容器や原子炉格納容器などの健全性を確認し、特別点検の結
果を含めた劣化状況評価等を行い、運転開始後 60 年時点においても問題ないとの判断から、
令和４年10月12日に運転期間延長認可申請書及び原子炉施設保安規定変更認可申請書を規制
委員会へ提出しました。

川内原子力発電所１、２号機の
　　運転期間延長認可に係る申請について

A　特別点検結果

運転期間延長認可に係る申請

① 運転期間延長認可申請書 ② 原子炉施設保安規定変更認可申請書

B　劣化状況評価結果

Ｃ　施設管理方針

高経年化技術評価書

長期施設管理方針

同一内容

同一内容
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Ａ
　
特
別
点
検
結
果

　
九
州
電
力
㈱
は
、
特
別
点
検
と

し
て
、
原
子
炉
容
器
、
原
子
炉
格

納
容
器
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物

と
い
っ
た
取
替
え
の
難
し
い
機
器
・

構
造
物
に
つ
い
て
、
電
流
や
超
音

波
等
を
用
い
た
小
さ
な
キ
ズ
が
な

い
か
の
確
認
や
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト

の
サ
ン
プ
ル
を
採
取
し
て
強
度
等

の
確
認
を
行
う
な
ど
と
い
っ
た
点

検
を
実
施
し
、
得
ら
れ
た
デ
ー
タ

に
つ
い
て
、
詳
細
に
確
認
評
価
を

行
い
ま
し
た
。

　
そ
の
結
果
、「
詳
細
に
確
認
・
評

価
を
実
施
し
た
結
果
、
異
常
は
認

め
ら
れ
ず
、
機
器
・
構
造
物
の
健

全
性
が
確
認
さ
れ
た
」
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

Ｃ
　
施
設
管
理
方
針

　
九
州
電
力
㈱
は
、
劣
化
状
況
評

価
の
結
果
を
踏
ま
え
て
、
運
転
開

始
後
40
年
以
降
20
年
間
に
実
施
す

べ
き
長
期
的
な
施
設
管
理
に
関
す

る
方
針
（
施
設
管
理
方
針
）
を
定

め
ま
し
た
。

　
具
体
的
に
は
、
現
在
実
施
し
て

い
る
保
全
活
動
の
継
続
と
、
一
部

の
機
器
の
追
加
保
全
に
つ
い
て
定

め
て
い
ま
す
。

　
九
州
電
力
㈱
は
、
発
電
所
の
安

全
機
能
を
有
す
る
機
器
・
構
造
物

等
を
対
象
に
、
特
別
点
検
の
結
果

と
、
こ
れ
ま
で
の
運
転
経
験
や
最

新
の
知
見
等
を
踏
ま
え
て
、
劣
化

状
況
が
発
生
し
て
い
な
い
か
、
あ

る
い
は
今
後
の
運
転
で
発
生
し
な

い
か
を
検
討
し
ま
し
た
。

　
さ
ら
に
、
こ
の
劣
化
状
況
の
想

定
を
踏
ま
え
て
、
現
状
の
保
全
活

動
を
続
け
て
い
っ
た
と
き
に
、
運

転
開
始
後
60
年
時
点
で
も
、
発
電

所
の
健
全
性
が
確
保
さ
れ
る
か
評

価
し
ま
し
た
。

　
そ
の
結
果
、「
安
全
機
能
を
有
す

る
機
器
・
構
造
物
等
は
、
現
在
行
っ

て
い
る
保
全
活
動
の
継
続
及
び
一

部
の
機
器
に
追
加
保
全
を
講
じ
る

こ
と
で
、
運
転
開
始
後
60
年
時
点

に
お
い
て
も
プ
ラ
ン
ト
の
健
全
性

が
確
保
で
き
る
こ
と
が
確
認
で
き

た
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

【追加する保全の内容】
＜原子炉容器で中長期的に実施＞
・今後の原子炉の運転時間・照射量を
　勘案して監視試験片を用いた試験を
　実施し、運転開始後 60 年時点での健
　全性を確認する。
＜原子炉容器等で長期的に実施＞
・過渡回数の実績を継続的に確認し、
　運転開始後 60 年時点で推定される過
　渡回数を上回らないことを確認する。

※中長期とは運転開始後 40年以降 10年間、
　長期とは運転開始後 40年以降 20年間

 

 

 

 

 

 

 

 

炉心領域の
母材及び溶接部  

原子炉格納容器の鋼板 原子炉格納施設 他 
Ｂ
　
劣
化
状
況
評
価
結
果

原子炉容器点検
一次冷却材
ノズルコーナー部

炉
心
領
域

炉内計装筒の
溶接部及び内面  

燃料

原子炉格納容器点検 コンクリート構造物点検

コンクリート構造物
点検範囲  

タービン建屋 

一次冷却材配管 

原子炉容器 燃料 

原子炉補助建屋 原子炉格納施設 燃料取扱建屋

原子炉建屋 【主な劣化事象】

【特別点検の対象部位】

ケーブル

制御棒 

加圧器 

原子炉格納容器蒸気

蒸気発生器  

一次冷却材
ポンプ

　
概
要
を
説
明
す
る
資
料
は
、
九

州
電
力
㈱
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
、

申
請
書
類
は
、
原
子
力
規
制
委
員

会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
に
公
表
さ

れ
て
い
ま
す
の
で
、
必
要
な
方
は

そ
ち
ら
も
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

コンクリートの強度や遮蔽能力の低下 

電気・計装品の絶縁低下 

一次冷却材ポンプの低サイクル疲労  

炉内構造物の照射誘起型応力腐食割れ  

原子炉容器の中性子照射脆化 

一次冷却材配管の熱時効  
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●調査結果：「空間放射線量および環境試料の放射能とも、これまでの調査結果と比較して同程度の
　レベルであり、異常は認められていない。」という結果でした。
＊評価基準：空間放射線量および環境試料の放射能については「過去の測定値範囲」との比較で行います。

●空間積算線量（91日換算）
　空気中及び大地からのガンマ線が、3カ月間にどのくらいあるかを測定しています。
　＊測定施設：モニタリングポイント

【調査結果】◆4月～6月
　今回の範囲：「0.10～0.14」ミリグレイ
　過去の範囲：「0.09～0.17」ミリグレイ

【補足説明】
　49地点で調査しています。

【補足説明】
　今回は、海洋試料9試料、陸上試料34
試料の計43試料を調査しました。
　また、環境試料の放射能分析では、
人工の放射性物質であり環境における
蓄積や被ばくの観点から重要と考えら
れるセシウム-137、コバルト-60、スト
ロンチウム-90、ヨウ素-131について測
定しています。

【用語説明】　＊鹿児島県「川内原子力発電所周辺環境放射線調査結果報告書」などより
●セシウムー137（Cs）・・ウランなどの核分裂で生成する半減期約30年、ベータ線とガンマ線を出す放射性物質です。地上に
　　　　　　　　　　　　　あるほとんどは過去の原水爆実験で発生したものです。
●コバルトー60（Co）・・・原子炉の中で安定元素であるコバルトー59に放射線の一種である中性子が吸収されて生成する半減
　　　　　　　　　　　　　期約5年、ベータ線とガンマ線を出す放射性物質です。
●ストロンチウムー90（Sr）・・ウランなどの核分裂で生成する半減期約29年、ベータ線を出す放射性物質です。地上にあるほとん
　　　　　　　　　　　　　どは過去の原水爆実験で発生したものです。
●ヨウ素ー131（Ｉ）・・・・ウランなどの核分裂で生成する半減期約8日、ベータ線とガンマ線を出す放射性物質です。
●グレイ（Gｙ）・・・・・・・放射線が物質に当たるとき、その物質に吸収された放射線量を測るものさしが「グレイ」です。
●ベクレル（Bq）・・・・・・1秒間に1個の原子核が崩壊して放射線を出す物質の放射能の強度または放射性物質の量を1ベクレ
　　　　　　　　　　　　　ルといいます。

単位：ミリグレイ

0.10

0.09 0.17

0.20

49地点

モニタリングポイント

0.140.14

過去の測定値範囲 今回の測定値範囲

2. 空間積算線量

環境放射線監視情報携帯電話用  http://www.env.pref.kagoshima.jp/houshasen/i/data_top.cgi

携帯電話用
二次元
バーコード

環境放射線監視情報ホームページ　 http://www.env.pref.kagoshima.jp/houshasen/
空間放射線量の測定データは、リアルタイムでパソコンや携帯電話から閲覧可能となっています。

　この調査は、鹿児島県と九州電力㈱が、川内原子力発電所周辺の環境の保全と住民の健康を守るため、環境におけ
る原子力発電所に起因する放射線による公衆の線量が、年線量限度（１ミリシーベルト／年）を十分下回っていること
を確認するために実施しているものです。調査結果は、学識経験者で構成される「鹿児島県環境放射線モニタリング
技術委員会」の指導・助言を得て検討・評価を行い、3カ月ごとに公表されています。

0.100.10

＊上図は49地点全ての積算線量範囲です。

●環境試料の放射能
　海水、牛乳などに含まれているベータ線やガンマ線を放出する放射性物質の濃度を測定しています。

【調査結果】◆4月～6月
　セシウム-137、ストロンチウム-90が
一部の試料で検出されましたが、これ
までの調査結果と同程度のレベルであ
り、異常は認められませんでした。

ND 0.1 0.2 1 5 15 100

畜産物
（牛 乳）

試料名

陸　水

陸　土

Cs-137

Co - 60

Sr - 90

  I -131

Cs-137

Co- 60

Sr - 90

I -131

Cs-137

Co- 60

Sr- 90

ND

ー

ND,0.019

ND

ND

ND

ND

ND

0.4～0.8

核種名

Bq/ℓ

単　位 今回の
測定値

mBq/ℓ

Bq/kg乾土

調査結果（一部）

＊今回の測定値の欄の「ー」は調査計画により、今回は未実施
＊1Bｑ（ベクレル）=1000ｍBｑ　＊ND：検出限界値以下

ND
ND

ND
ND
ND
ND
ND
ND
ND
ND 1313

1111

0.310.31

ND 0.0820.082
3.43.4

110

16

過去の測定値範囲 今回の測定値範囲

3. 環境試料の放射能

ND～7.0

ND/0.57
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中越パルプ工業株式会社川内工場で生産されている環境に優しい国産竹を 10％使った紙を使用しています。

【編集・発行】 薩摩川内市 市民安全部 原子力安全室
〒89 5 - 8 6 5 0 薩摩川内市神田町3番22号
電話　0996ー2 3ー5 1 1 1 FAX　099 6ー2 5ー1 7 0 4

川内原子力発電所の運転状況は、以下に示すとおりです。
＊九州電力（株）からの提供資料を基に作成しています。川内原子力発電所運転状況等川内原子力発電所運転状況等
●発電電力量（1・2号機合計）令和4年9月分

＊目標値内であり、適切に管理されています。 ＊1本当たり200Lドラム缶相当 ＊貯蔵容量  約37,000本

●発電所の運転状況（1・2号機）

●低レベル放射性廃棄物（気体）1・2号機合計
令和4年4月1日～令和4年9月30日

●低レベル放射性廃棄物（固体）1・2号機合計
令和4年9月30日現在

●県内の発電電力量と消費電力量（令和4年9月分） ●使用済燃料の貯蔵状況（令和4年9月30日現在）

＊設備利用率：発電電力量÷（認可出力×暦日時間）×100
＊定格熱出力一定運転導入（平成 14年）により、設備利用率が100％を超えることがあります。
　この「定格熱出力一定運転」とは、原子炉から発生する熱量（原子炉熱出力）を国から認めら
　れた最大値付近で一定に保って運転する方法で、海水温度に応じて電気出力は変化します。

放　出　量

1.7×1015ベクレル4.5×108ベクレル
年間放出管理目標値（参考） 貯　蔵　量

27,613本
貯　蔵　率

74.6％

13.5億kWh
発電電力量の合計 設備利用率

105.4％

（単位：億kWh）〔発電電力量内訳〕

水力 0.3火力 0.6
地熱・風力 0.3原子力 13.5

500 1,000 1,500 体

１号機
２号機

１号機
２号機

1,868体
1,356体

1,295体
使用済燃料

 貯蔵容量

997体
21体

再使用燃料

13体
1,316体
計

1,010体
70.4％

貯蔵量/貯蔵容量

74.5％

5 10 15 億kWh

発電電力量
消費電力量 8.4

※四捨五入の関係上数値が合わない場合があります。

２
号
機

１
号
機

出力89万キロワット　営業運転開始／昭和60年11月出力89万キロワット　営業運転開始／昭和60年11月

令和4年
4月 5月 6月 7月 8月 9月

　営業運転開始／昭和59年7月出力89万キロワット出力89万キロワット　営業運転開始／昭和59年7月

定期検査（2/21～）

　貯　　蔵　　量

通常運転（7/11～）

14.7

通常運転（1/17～）

参
加
者
募
集

【
日
時
】＝
２
月
18
日（
土
）９
時
〜
12
時

＊
集
合
時
間
は
地
域
に
よ
っ
て
異
な
り
ま

す
。詳
細
に
つ
い
て
は
、申
し
込
み
後
、

連
絡
差
し
上
げ
ま
す
。

【
集
合
場
所
】＝
薩
摩
川
内
市
役
所
前
お

よ
び
樋
脇
・
入
来
・
東
郷
・
祁
答
院
支
所

（
見
学
先
ま
で
は
、貸
し
切
り
バ
ス
を
使

用
）

＊
集
合
場
所
ま
で
は
各
自
で
集
合
し
て

く
だ
さ
い
。

【
見
学
先
】＝
川
内
原
子
力
発
電
所

【
対
象
】＝
川
内
・
樋
脇
・
入
来
・
東
郷
・
祁

答
院
地
域
の
方

＊
た
だ
し
、18
歳
未
満
は
保
護
者
同
伴

【
定
員
】＝
30
人

＊
定
員
に
な
り
次
第
、締
切

＊
最
少
催
行
人
員
＝
10
人

　
市
で
は
、
原
子
力
発
電
お
よ
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
知
識
を
深
め
て
も
ら
う
こ

と
を
目
的
に
、
川
内
原
子
力
発
電
所
を
見
学
さ
れ
る
方
を
募
集
し
ま
す
。

　
私
た
ち
の
生
活
に
切
っ
て
も
切
れ
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
安
全
性
の
問
題
。
身
近
で

切
実
な
問
題
を
考
え
る
一つ
の
き
っ
か
け
と
し
て
、
ぜ
ひ
ご
応
募
く
だ
さ
い
。

＊
こ
の
事
業
は
、
国
か
ら
の
広
報
・
調
査
等
交
付
金
を
利
用
し
て
い
ま
す
。

川
内
原
子
力
発
電
所
見
学
会

【
参
加
料
】＝
無
料

【
申
込
締
切
】＝
１
月
31
日（
火
）

【
申
込
方
法
】＝
直
接
、電
話（
ペ
ー
ジ
下

部
、原
子
力
安
全
室
へ
お
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
）

【
当
日
必
要
な
も
の
】＝
大
人
は
顔
写
真

付
き
の
身
分
証
明
書
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
・
住
民
基
本
台
帳
カ
ー
ド
・
運
転

免
許
証
・
パ
ス
ポ
ー
ト
の
い
ず
れ
か
）
、

小
・
中
学
生
は
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
・

保
険
証
の
い
ず
れ
か
。

※

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
状
況
に
よ
っ

て
は
中
止
に
な
る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。

❽


